
１ 諮問及び議案 令和２年11月24日現在
番
号

議案
番号 件　　　　　　名

説　　　　　　　　　　明 付託委
員会

1
諮
問

人権擁護委員候補者
の推薦につき意見を
求めることについて

人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第６条第３項の規定
に基づき、市議会の意見を求める。

2
諮
問

人権擁護委員候補者
の推薦につき意見を
求めることについて

人権擁護委員法（昭和24年法律第139号）第６条第３項の規定
に基づき、市議会の意見を求める。

3 86

武蔵野市乳幼児及び
義務教育就学児の医
療費の助成に関する
条例の一部を改正す
る条例

医療費の助成の対象となる子どもの年齢の上限を15歳から18
歳まで引き上げるため、所要の改正をするものである。

文教

高校生の医療費助成を開始することに伴い、条例改正を行
う。
・令和３年４月：入院に係る医療費助成開始
・令和４年４月：通院に係る医療費助成開始

4 87

武蔵野市国民健康保
険条例の一部を改正
する条例

国民健康保険財政の健全化を図るため国民健康保険税の課税
限度額を引き上げるほか、地方税法施行令の一部を改正する
政令（令和２年政令第264号）の施行等を踏まえ、所要の改正
をするものである。

厚生

令和２年度税制改正に伴う改正
・課税限度額の引き上げ
・軽減判定基準の見直し
・低未利用土地等の譲渡所得の特別控除の特例の新設

5 88
武蔵野市後期高齢者
医療に関する条例の
一部を改正する条例

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）の
施行に伴い、延滞金の割合の特例に関する規定を改めるもの
である。

厚生

地方税法の改正に伴い、保険料の延滞金を算出する際に用い
る名称（特例基準割合）等が変更されたことに合わせ、条例
の一部を改正する。

6 89
武蔵野市介護保険条
例の一部を改正する

地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）の
施行に伴い、延滞金の割合の特例に関する規定を改めるもの

厚生

地方税法の改正に伴い、保険料の延滞金を算出する際に用い
る名称（特例基準割合）等が変更されたことに合わせ、条例
の一部を改正する。

7 90
千川小学校空気調和
熱源設備更新工事請
負契約

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関す
る条例（昭和39年３月武蔵野市条例第11号）第２条の規定に
より、提案するものである。

文教

8 91
中央図書館空気調和
設備更新工事請負契
約

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分に関す
る条例（昭和39年３月武蔵野市条例第11号）第２条の規定に
より、提案するものである。

文教

令和２年第４回武蔵野市議会定例会提出予定議案等
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9 92
令和２年度武蔵野市
一般会計補正予算
（第８回）

◎２億２８万１千円増
（補正後の予算額８５７億５８３５万円）

各常任
委員会

【歳出の主なもの】
〇総務費
・企画調整費　　　　　１億１６００万５千円補正減
（内訳）特別定額給付金の役務費、委託料等の減　ほか

○民生費
・障害者福祉費　　　　３１１３万５千円補正増
（内訳）通所事業所・グループホーム等、重症化リスクの高
い施設の利用者及び職員に対するPCR検査に係る補助金　ほか
・老人福祉費　　　　　５７３９万６千円補正増
（内訳）PCR検査等費用助成金　ほか
・生活保護総務費　　　　１２５１万９千円補正増
（内訳）自立相談支援事業及び住居確保給付金事業に係る委
託料増

○衛生費
・予防費　　　９３０３万１千円補正増
（内訳）高齢者インフルエンザ予防接種に係る委託料　ほか

〇商工費
・商工振興費　　　６４１４万２千円補正増
（内訳）中小企業者等緊急支援金事業、中小企業者等追加経
済対策事業等に係る補助金等の減(５億７２９０万６千円減)
とくらし地域応援券事業（新規）に係る補助金の増（６億３
７０４万８千円増）との差し引き

○土木費
・交通対策費　　　７９００万円補正増
（内訳）ムーバス運行補助金

〇消防費
・災害対策費　　　　１４２７万円補正増
（内訳）地域コミュニティ防災活動拠点電源確保事業に係る
備品購入費　ほか

○教育費
・教育指導費　　　  ３９７５万６千円補正減
（内訳）セカンドスクール中止に伴う委託料等の減　ほか
・教育振興費　　　　２４４５万５千円補正減
（内訳）移動教室中止に伴う委託料等の減　ほか

【歳入の主なもの】
○国庫支出金　国庫補助金　１億　９５１万２千円補正減
○都支出金　　都補助金　　１億９５２６万２千円補正増
○繰越金　　　繰越金　　　１億　　５６万８千円補正増

◎債務負担行為補正
・市庁舎本会議場特定天井改修工事　ほか
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10 93

令和２年12月におけ
る武蔵野市議会議員
の期末手当に関する
条例

令和２年12月における武蔵野市議会議員の期末手当について
定めるものである。

即決

市議会議員に対して支給する令和２年12月分の期末手当の支
給率は、2.325か月分とする。

11 94

令和２年12月におけ
る武蔵野市特別職の
職員の期末手当に関
する条例

令和２年12月における武蔵野市特別職の職員の期末手当につ
いて定めるものである。

即決

市長、副市長、監査委員及び教育長に対して支給する令和２
年12月分の期末手当の支給率は、2.325か月分とする。

12 95

令和２年12月におけ
る武蔵野市一般職の
職員の期末手当に関
する条例

令和２年12月における武蔵野市一般職の職員の期末手当につ
いて定めるものである。

即決

一般職の職員に対して支給する令和２年12月分の期末手当の
支給率は、次のとおりとする。
①部長級　1.0か月分
②部長級以外の職員　1.3か月分
③再任用職員　0.775か月分

13 96

令和２年12月におけ
る武蔵野市会計年度
任用職員の期末手当
に関する条例

令和２年12月における武蔵野市会計年度任用職員の期末手当
について定めるものである。

即決

会計年度任用職員に対して支給する令和２年12月分の期末手
当の支給率は、1.3か月分とする。

2 文書による報告のみを行うもの

1
議会の指定による事項
の専決処分について
（物損事故）

地方自治法第180条第１項の規定により、議会において指定されてい
る事項について専決処分し、同条第２項の規定により報告するもの
である。

2
議会の指定による事項
の専決処分について
（人身事故）

地方自治法第180条第１項の規定により、議会において指定されてい
る事項について専決処分し、同条第２項の規定により報告するもの
である。

3
市道第16号線歩道改修
工事請負契約

4
市道第40号線歩道舗装
改修工事請負契約

5
緑町外２地区小型ＬＥ
Ｄ街路灯設置工事請負
契約

【議案番号93～96の当初議案（２）期末手当条例についての共通説明】
番号10の「令和２年12月における武蔵野市議会議員の期末手当に関する条例」から番号13の
「令和２年12月における武蔵野市会計年度任用職員の期末手当に関する条例」につきまして
は、事前にお目通しいただく時間をお取りすべきとの判断から、11月25日（水曜日）の招集
告示日に「提出議案（２）」として当初議案と同時に議会へ送付いたしました。

（参考）
　今回は、組合との交渉が比較的早期に決したこと及び議案内容が複雑でなく、例規審査に
も時間を要しなかったため、招集告示日に「提出議案（２）」として送付することができま
したが、今後、組合交渉の状況及び内容次第により、「追加議案」となる可能性がありま
す。

【取り扱いについて（即決のお願い）】
○番号８～11の期末手当関係議案につきましては、議案上程後、即決をお願いしたいと存じ
ます。
　今回、共済組合への掛金納付などの事務手続きの関係上、逆算いたしますと12月21日が日
程的に限界の支給日となり、そのためには12月15日（火曜日）までには銀行に振込データを
送付しなければならず、12月16日（水曜日）の本会議での議決では間に合いませんので、ご
配慮をお願いいたします。
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6
関前地区小型ＬＥＤ街
路灯設置工事請負契約

7
境南コミュニティセン
ター改修工事請負契約

8
善福寺川幹線（吉祥寺
通り）管きょ更生工事
請負契約

※ 　報告のうち、「議会の指定による事項の専決処分（30万円以下の損害賠償額の決
定又は和解）」及び「5000万円以上１億5000万円未満の工事請負契約」は、議会開
会中に随時報告することが可能であるため、追加提出が発生する場合がある。
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